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序　章

アジアにおける原子力エネルギー

メル・ガートフ

　2011年3月に発生したフクシマの核惨事は原子力に関する深刻な疑問を提起し

た。我々はこの後に行なった調査研究を通じて二つの問題に答えを出そうと試み

た。すなわち、アジアにおける原子力の現状はどのようなものか、そして東アジ

アにおいて原子力に未来はあるか、の2点である。我々はこれらの疑問に解答を

出すことで、原子力エネルギーを巡る国際的な議論に貢献することを望んでいる。

当然ながら、こうした重大な問題が単に「イエス」「ノー」で答えられることは

稀である。エネルギーに関する決定は、費用対効果や国益といった客観的要素、

および原発事業者の影響力、汚職、そして官僚的な縄張り争いといった客観性の

薄い要素を土台として、国家レベルでなされるものである。にもかかわらず、本

書の執筆者たちは特定の国々における原子力発電の現状と将来性を綿密に調査す

ることで、大半は否定的なものながら、一定の解答を見出した。

　2017年初頭の時点で、30ヵ国計450基の原子炉が稼働しており、さらに15ヵ

国で60基が建設中である（Nuclear Energy Institute 2016）
1
。またアジアで建設中の

原子炉は34基、うち21基が中国となっている（Bulletin of the Atomic Scientists 2017; 図

0-1参照）。しかし、「フクシマ効果」がアジアに影響を及ぼしたのは間違いない。

中国では福島原発事故後も稼働認可が緩慢なペースながら伸びているにもかかわ

らず、2011年から2014年まで新規建設が行なわれていない（Bulletin of the Atomic 

1   Bulletin of the Atomic Scientists（2017）によると、2017年1月1日時点で、13ヵ

国において55基の原子炉が建設中であるという。
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Scientists 2017）。その一方、M・V・ラマナとエイミー・キングが本書で論じる通

り、中国における原子力発電の現状は、経済成長率目標における「新標準」の適

用と経済面での構造的変化が電力需要の低下につながり、原子力発電に対する関

心が以前の予想を下回りそうだ、というのが真相である。他方、総発電の31パ

ーセントを原子力に依存している韓国では、福島原発事故と世論の強い反対にも

かかわらず、原子力に対する公的な支援が発電だけでなく輸出に関しても引き続

き行なわれていると、ローレン・リチャードソンが本書で指摘している。

 　その一方で、東南アジア諸国連合（ASEAN）を構成する10ヵ国は、原子力エ

ネルギーの推進を巡って分裂している。ベトナムは2016年に手を引くことを決

め、カンボジア、インドネシア、マレーシア、そしてフィリピンは、様々な段階

で導入を検討中である。しかしメリー・カバレロ＝アンソニーとジュリウス・セ

ザール・I・トラヤーノが本書で指摘する通り、2035年におけるASEAN諸国の

総発電量のうち、原子力による電力はわずか1パーセントで、再生可能エネルギ

ーが22パーセントを占めると予測されている。
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図0-1　全世界における原子炉の年間建造開始件数（1951-2016）
出典：Schineider et al.（2017）著者の許可を得て転載。
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原子力発電の魅力を低下させている諸要素

　原子力発電の存続可能性が最終的にどう判定されるかは主として政府の決定次

第だが、世論の影響力も大きくなりつつある。ASEANは安全性、廃棄物処理、

そして不拡散を重視した規範の枠組みを策定しており、また各国の世論も、顕在

化しているか否かを問わず、原子力発電の危険性とコストにますます敏感になっ

ている。たとえばダグ・コプロウが本書で論じるように、原子力産業は化石燃料

産業と同様、政府の様々な助成による恩恵を受けており、それがエネルギー市場

を歪め、再生可能エネルギーを不利な立場に置いている。コストは環境面だけで

なく政治面にも影響を及ぼすものであり、原子力発電所が着工に至っても、全体

の12パーセントが途中で建設中止となる。さらに、1951年以降に建設が開始さ

れた原子炉754基のうち90基が建設中止となり、143基もの発電所が廃止された

のは特筆すべき事実である。また建設が進められたとしても、完成までに平均5

年から10年を要しており（609基中338基）、およそ15パーセントの事例では10

年以上かかっている（Bulletin of the Atomic Scientists 2017）。そしてカルマン・A・ロ

バートソンが論じるように、老朽化した原子炉は最終的に廃止しなければならず、

続く15ないし20年にわたってコストを倍増させる。またロバートソンが指摘す

る通り、放射性廃棄物の安全な処分という問題も、廃炉の際に放出される放射線

による健康リスクも、解体作業員と納税者が支払う最終価格に組み込まれなけれ

ばならない。そして何より、廃炉そのものの経験が世界全体で不足している。

　次に政策決定者への信頼という問題がある。福島原発事故が日本にもたらした

最大の影響は、政策決定者と原子力産業そのものに対して国民の信頼が失われた

ことにあると、鈴木達治郎は本書で論じている。事故後の数年間でコストは増加

の一途を辿っているが、アジア各国の原発賛成論者はこの事実を考慮する必要が

ある
2
。また透明性の問題も考慮せねばならない。鈴木が示すように、コスト、

2   福島第1原発事故から6年後、廃炉作業中の原子炉3基のうち1基から放出さ

れている放射線量が最高レベルに達した。廃炉、除染、被害者への補償、および
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原子力エネルギーの将来、そして国民との意思疎通に関し、福島原発事故は様々

な教訓を明白に示したが、原子力産業は一貫してこれを無視し続けている。台湾

でも同様に、安全性の問題における透明性が危険なまでに欠けており、また核兵

器保有国になる野望を長年にわたって曖昧にし続けた結果、その原子力規制機関

に対する継続的監視が必要であることを、グロリア・クァン＝ジュン・スーの研

究結果は明らかにしている。当然ながら、世論が重視されない国家―たとえば

中国やベトナム―では、信頼に関する問題が重要性を帯びることはない。しか

しそうした国家においてさえ、自宅の裏に原子力発電所があることを国民が不安

に感じているのは確かである。

　隠れたコストと国民の信頼に関する問題は、原子力が引き起こす生物学的脅威

と健康被害にも内在している。放射線が健康に及ぼす影響を長年にわたり研究し

てきたティルマン・A・ラフは、これらの影響がいかに過小評価されてきたかを

示している。またラフは、福島原発事故において、被曝した放射線量ががん発症

率とどのような相関関係にあるか、およびDNAにどれほどの影響を与えるかに

ついて、詳細な説明を行なっている。チェルノブイリ原発事故が遺伝子に与える

影響について長年にわたって実地調査を行なったティモシー・A・ムソーとアン

ダース・P・モラーは、原発事故が人間をはじめとする生物の健康にどのような

影響を及ぼすかに着目する。かくしてこれら二つの章では、これまでしばしば見

逃されてきた、原子力への依存に対する有力な反証が提示されている。

持続可能な将来？

　以下の各章は、原子力のコストと投資リスクにまつわる様々な誤解を解消して

いる。実のところ、エネルギー関係の経済学は原子力発電の将来性が失われつつ

あることを示している。総発電量の77パーセントを原子力が占める世界一の原

子力大国であるフランスでさえも、「フランスという例外」なる概念の見直しを

放射性廃棄物の保管にかかる推定費用は現在1,800億ドルを上回っている。

McCurry 2017を参照のこと。
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余儀なくされている（この事実はクリスティーナ・スチュアートの章で指摘されて

いる）。原子力発電は安価で効率に優れ、また地球温暖化に対する唯一の解決策

であるというこれまでの主張は、コスト面での要因によって最終的に無効となる

かもしれない。アンドリュー・ブレイカーズは、風力、太陽光、および水力とい

った持続可能エネルギーを綿密に検証することで、そうした見解を強調している。

ブレイカーズによると、風力発電と太陽光発電はすでに価格面で化石燃料と競争

関係にあり、導入率ではますます引き離しているという
3
。

　2016年の世界経済フォーラムでは次のように宣言されている。「再生可能エネ

ルギーのインフラは、健全な投資環境と、地球温暖化を解消する最高の機会を提

供できる水準に達した」（World Economic Forum 2016: 4）。しかし残念ながら、再

生可能エネルギーに対する世界全体の投資は、地球温暖化を止めるのに必要な水

準をはるかに下回っている。

　2015年12月に開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

では、摂氏2度までに制限するという温暖化の上限目標を達成するには、2030年

までの間、再生可能エネルギーのインフラ整備に年間1兆ドルの追加投資が必要

であることが強調された。なお現在の平均年間投資額はおよそ2000億ドルであ

る。さらに、財団、年金基金、寄付団体を含めた世界の資産保有者トップ500を

見ると、低炭素に対する投資は運用資産（AUM）総額の0.4パーセント（AUM総

額38兆ドルに対し1,380億ドル）に過ぎないことが確認されている。

　エネルギー問題に関し、アジアはじめ世界各地において最も重要な課題は、政

策決定者に原子力と化石燃料への依存をやめさせ、風力、太陽光、および水力に

3   次に挙げる世界経済フォーラムによる報告（World Economic Forum 2016: 6）

もブレイカーズの見解を支持している。「非水力の二大再生可能エネルギー源は、

多数の国でグリッドパリティ（訳注：再生可能エネルギーによる発電コストが既

存のコストと同等もしくはより安価になる点）を達成している。また、さらに増

加を続けるより多数の国々で、太陽光発電および風力発電施設の建設が、石炭燃

料発電所の建設に比べより経済的になっている。30ヵ国以上で公的助成によらな

いグリッドパリティが達成されたと推測され、今後数年のうちに全世界の3分の

2がグリッドパリティに到達する見込みである」。
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より多くの投資をさせることにあり、その解決は科学や経済学ではなく、まず何

より政治にかかっている。そうでなければ、地球的観点から見て短期的にも長期

的にもコスト過大な原子力、石油、そして天然ガスを全廃することが合理的選択

のはずだからだ。しかし、世界各国が高成長のためにより多くのエネルギーを必

要としている今、エネルギー問題の全体像を把握するにあたってこのような劇的

転換が可能か否かは疑問である。
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